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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 53社

主要な連結子会社の名称
南海バス株式会社、関西空港交通株式会社、徳島バス株式会社、南海フェリー株式会社、南
海車両工業株式会社、南海不動産株式会社、南海商事株式会社、株式会社南海国際旅行、住
之江興業株式会社、南海ビルサービス株式会社、南海辰村建設株式会社

南海ライフリレーション株式会社は新規設立により、当連結会計年度から連結の範囲に含めて
おります。

（2）主要な非連結子会社の名称
NTI（HK）CO.,LTD.、NTI（USA）INC.

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結
の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用関連会社の数 ３社

主要な会社の名称
株式会社新南海ストア

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称
NTI（HK）CO.,LTD.、NTI（USA）INC.

（持分法を適用しなかった理由）
持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．会計処理基準に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
　時価のあるもの 主として期末前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主とし
て移動平均法により算定）

　時価のないもの 移動平均法又は総平均法に基づく原価法
② たな卸資産

たな卸資産のうち、主要なものは販売土地及び建物であり、個別法に基づく原価法（貸借対
照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く。）

主として定額法・定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物 ５～60年
　機械装置及び運搬具 ５～17年

② 無形固定資産（リース資産を除く。）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

営業債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しておりま
す。

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による
定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３～11
年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。
なお、上場会社である南海辰村建設株式会社及び同社の連結子会社の会計基準変更時差異
（3,222百万円）は15年による按分額を費用処理しております。

④ 建替関連損失引当金
建物等の建替えに伴い発生する損失に備えるため、合理的に見積もった建替関連の損失見込
額を計上しております。

（4）のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、主として５年間の均等償却を行っております。
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（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 工事負担金等の会計処理

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等から工事費の一部
として工事負担金等を受け入れております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得
原価から直接減額して計上しております。
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固
定資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しており
ます。

② 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

③ 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
　 建物及び構築物 158,094百万円
　 土 地 99,058百万円
　 投資有価証券 2,377百万円
　 そ の 他 13,555百万円
　 計 273,086百万円

担保に係る債務
　 短期借入金 68百万円

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。） 46,646百万円
　 そ の 他 27百万円
　 計 46,741百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 482,917百万円

３．保証債務
下記の会社の借入金等について債務保証を行っております。

　 一建設株式会社 342百万円
　 株式会社ステーションパーキング岸和田 143百万円
　 そ の 他 155百万円
　 計 640百万円

４．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額
90,274百万円

５．土地の再評価
当社及び一部の連結子会社において、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法
律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法
律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係
る税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土
地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政

令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき
算出する方法、及び同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑
定評価により算出しております。
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・再評価を行った年月日 平成14年３月31日 当社、連結子会社１社
平成13年３月30日 当社（連結子会社の合併により受け入れ

た事業用土地）
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

13,657百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 526,412,232株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

平成24年６月22日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
配当金の総額 2,613百万円
１株当たり配当額 ５円
基 準 日 平成24年３月31日
効力発生日 平成24年６月25日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成25年６月21日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議する予定であります。
普通株式の配当に関する事項
配当金の総額 2,613百万円
１株当たり配当額 ５円
基 準 日 平成25年３月31日
効力発生日 平成25年６月24日
なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金
融機関からの借入及び社債発行による方針であります。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、取引先ごとの期日管理及び残高管理
を行うとともに、主要な取引先の財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握により軽減を
はかっております。また、有価証券及び投資有価証券は主として株式と譲渡性預金であり、上
場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
借入金及び社債の使途は主に運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動
リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デ
リバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 (※) 時価 (※) 差額

（1）現金及び預金 18,705 18,705 －
（2）受取手形及び売掛金 17,560 17,560 －
（3）有価証券及び投資有価証券
　① 満期保有目的の債券 92 96 4
　② その他有価証券 27,684 27,684 －
（4）支払手形及び買掛金 （ 19,848） （ 19,848） －
（5）短期借入金 （ 50,353） （ 50,353） －
（6）１年以内償還社債 （ 10,000） （ 10,031） （ 31）
（7）社債 （ 85,000） （ 86,584） （ 1,584）
（8）長期借入金（１年内返済予定
　 の長期借入金を含む。）

（ 324,346） （ 330,207） （ 5,861）

（9）デリバティブ取引 （ 0） （ 0） －
（※） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は
取引金融機関から提示された価格によっております。また、譲渡性預金は短期間で決
済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（6）１年以内償還社債、及び（7）社債
当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

（8）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿
価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。
固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっております。

（9）デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と
一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載し
ております。

（注2）非上場株式等（連結貸借対照表計上額2,082百万円）は、市場価格がなく、かつ将来
キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難
と認められるため、「（3）有価証券及び投資有価証券②その他有価証券」には含めて
おりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含
む。）等を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価
275,262 264,866

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注2）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産

鑑定評価等に基づく金額、その他の物件については固定資産税評価額等を基に合理的
な調整を行って算出した金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 268円60銭
１株当たり当期純利益 14円38銭

（その他の注記）
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
　時価のあるもの 期末前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

　時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

２．販売土地及び建物の評価基準及び評価方法 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く。）

鉄道事業 取替資産 取替法
建物、構築物 定額法
その他の有形固定資産 定率法

その他の事業 建物、構築物、機械装置 定額法
その他の有形固定資産 定率法

（2）無形固定資産（リース資産を除く。） 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。

４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

営業債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

（2）投資評価引当金
市場価格がない株式について実質価額を適正に評価するため、投資先の財政状態等を勘案し、
計上を要すると認められる金額を計上しております。

（3）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
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（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）によ
る定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。

（5）関係会社事業損失引当金
関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の資産内容等を勘案し、出資金額及び純債権額
を超えて当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。

（6）建替関連損失引当金
建物等の建替えに伴い発生する損失に備えるため、合理的に見積もった建替関連の損失見込額
を計上しております。

５．工事負担金等の会計処理
鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等から工事費の一部と
して工事負担金等を受け入れております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原
価から直接減額して計上しております。
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産
の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。

６．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

７．連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。
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（貸借対照表に関する注記)
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
　 鉄道事業固定資産 273,105百万円
　 投資有価証券 92百万円

担保に係る債務
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。） 45,141百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 404,862百万円

３．事業用固定資産
　 有形固定資産 598,619百万円
　 土 地 269,948百万円
　 建 物 156,903百万円
　 構 築 物 156,487百万円
　 車 両 9,214百万円
　 そ の 他 6,064百万円
　 無形固定資産 1,306百万円

４．保証債務
下記の会社の借入金等について債務保証を行っております。

　 南海辰村建設株式会社 12,311百万円
　 そ の 他 474百万円
　 計 12,786百万円

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　 短期金銭債権 7,106百万円
　 長期金銭債権 13,269百万円
　 短期金銭債務 25,774百万円
　 長期金銭債務 618百万円

６．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額
90,274百万円

７．土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再
評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金負
債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上
しております。
・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算
出する方法、及び同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定
評価により算出しております。

・再評価を行った年月日 平成14年３月31日
平成13年３月30日（子会社の合併により受け入れた事業用土地）

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
13,657百万円
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（損益計算書に関する注記）
１．営業収益 88,761百万円

２．営業費 71,551百万円
　 運送営業費及び売上原価 34,670百万円
　 販売費及び一般管理費 13,892百万円
　 諸 税 5,623百万円
　 減 価 償 却 費 17,365百万円

３．関係会社との取引高
営業取引による取引高

　 営 業 収 益 3,755百万円
　 営 業 費 11,461百万円
　 営業取引以外の取引による取引高 14,876百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 3,714,637株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式評価損、減損損失、退職給付引当金等であり、繰延
税金負債の発生の主な原因は、分割に伴う土地評価益等であります。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・
リース契約により使用しております。

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

属 性 会 社 等 の
名 称

議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（注2） 科 目 期末残高
（注2）

子会社 南海辰村建設
株式会社

所有
直接57.7％
間接 5.5％

役員の兼任、
建築工事の
発注、債務
の保証

建築工事代
債務保証
(注1)
保証料の受
入れ(注1)

8,998
12,311

10

未払金
－

－

4,841
－

－

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）南海辰村建設株式会社に対する債務保証は、金融機関からの借入金ほかに対して保証したも

のであり、保証料を受領しております。
（注2）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 250円84銭
１株当たり当期純利益 10円43銭

（その他の注記）
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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